
「LINEでパーソナライズを追求」
複数ブランドで取り組む、資生堂のLINE活用

企 業 紹 介

目的

施策

効果

・自社Webサイトの会員を獲得したい

・商品の認知獲得や興味喚起といったブランドリフトから、店頭やECでの購買
まで一気通貫で促進するコミュニケーションを実現したい

・Webサイトとは別にブランドごとにLINE公式アカウントを運用
・それぞれ送客数、ブランドリフトとアカウントによって異なる評価指標で
施策を展開

・ユーザーに対してパーソナライズされたコミュニケーションを実現

資生堂ジャパン株式会社

業 種 ：ファッション・美容・健康

事業概要 ：化粧品事業
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複数ブランドを保有する企業がLINEの活用を考えるとき、「ブランドごとにアカウントを保有す

べきか」は悩むポイントの一つかもしれません。コスト面や運用体制、ブランドイメージへの影

響など検討すべき要素は多いものの、最近では、ブランドごとにLINE公式アカウントを開設する

企業も出てきています。今回はそんな企業の一つである資生堂ジャパン株式会社（以下、資生

堂）の取り組みについて担当者に話を伺いました。



「LINEはペイドとオウンドとアーンドの間のような位置づけというイメー

ジで、LINE公式アカウントの中で認知から購入までを完結できるような設

計も可能だと思っています」

資生堂ジャパン株式会社

メディア統括部 飯田氏

資生堂ジャパン株式会社
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も開設し、顧客とのコミュニ

ケーションを開始しています。

▲資生堂が運用するLINE公式アカウント（2017

年12月時点）

資生堂が「ワタシプラス」とは

別に、ブランドごとのLINE公式

アカウントを運用している理由

は二つあります。一つは、それ

ぞれの目的の違い。EC売り上げ

への貢献とブランドへの貢献が

主目的の「ワタシプラス」とは

異なり、ブランドアカウントは

認知獲得や興味喚起といったブ

ランドリフトから、店頭やECで

の購買まで一気通貫で促進する

コミュニケーションの実現を目

的に据えています。

次に、ブランドごとに異なる

世界感が挙げられます。「ワ

タシプラス」のLINE公式アカ

ウントでの配信は、「ワタシ

プラス」の運用目的やトンマ

ナに沿ったものにならざるを

得ず、異なる世界感を持つブ

ランドごとの“人格”は表現でき

ません。ブランドを中心とし

たコミュニケーションを行う

会社の方針もあり、それぞれ

の世界感でコミュニケーショ

ンを取るためブランド別に

LINE公式アカウント開設しま

した。

LINE公式アカウントは

“第二のブランドサイト

資生堂がユーザーと行ってい

るコミュニケーションのパ

ターンは大きく二つに分かれ

ます。
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ブランドごとに異なる世

界感でユーザーに接した

い

資生堂は、自社Webサイト「ワ

タシプラス」の会員獲得を主目

的として2012年に「資生堂 ワ

タシプラス」のLINE公式アカウ

ントをオープン。さらに、CRM

システムの一環としてAPIを活用

し、「One to Oneでお客さまと

のリレーション強化」に乗り出

しました。「一斉配信でボ

リュームを獲得して、個別のコ

ミュニケーションで質のアプ

ローチにつなげていく」という

運用を行い、現在では友だち数

が2,300万人を超え、国内有数

の規模を誇るLINE公式アカウン

トに成長しています。

一方、2016年に「dプログラ

ム」、2017年には「BENEF

IQUE」「TSUBAKI」「イハ

ダ」「WASO」といった各ブラ

ンド独自のLINE公式アカウント
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ザーとのやり取りを行っていく

LINE ならではの活用法といえま

す。

アカウントの役割を生か

した相乗効果も

「ワタシプラス」アカウントと

ブランドアカウントの両方の

LINE公式アカウントを友だち登

録しているユーザーに対しては、

LINE公式アカウントの目的と特

徴に応じた連携も考えています。

「ワタシプラス」アカウントに

はECへの貢献に加え、ブランド

への貢献も大きな役割として期

待されており、ブランドアカウ

ントを大きく上回るリーチ力

（友だち数）を生かしたブラン

ド認知獲得施策を行っています。

「ワタシプラス」でブランドを

認知し、情報に興味を持った

ユーザーとさらに“深い”コミュ

ニケーションを行うためにブラ

ンドアカウントへと誘導する試

みです。

ブランドアカウントは、主にプ

ロモーション動画などのコンテ

ンツを配信しながら、ブランド

理解の促進や興味喚起をといっ

た役割を担い、最後の購入やリ

ピートといったところを再度

「ワタシプラス」に託すーー。

このような連携ができるのも、

異なるタイプのLINE公式アカウ

ントを保有するメリットといえ

るでしょう。

セグメンテーションの精

度を高める3つの手法

ブランドロイヤルティーを向上

させるためには、パーソナライ

ズされた最適な情報を届けてい

く必要があり、そのためにはそ

のユーザーのことをよく知る必

要があります。。LINE公式アカ

ウントを開設してすぐには的確

なセグメンテーションを行うこ

とはできませんが、資生堂は

一つが、ブランドサイトにある

ようなコンテンツを配した第二

のブランドサイトとしての活用

です。LINEをFacebookなどの

SNSとは異なる位置づけと捉え、

LINE公式アカウントをオンライ

ンとオフラインをブリッジさせ、

認知から購買まで幅広く貢献す

る存在と考えています。例えば、

オンラインでブランド認知を高

め、オフラインでマストバイ

キャンペーンでの購買につなげ

るといった例がわかりやすいか

もしれません。ブランドアカウ

ントをLINEの中にあるブランド

サイトのように位置づけ、その

上でひと通りブランドが体験で

きる（認知につながる動画も見

られるし、店舗検索もできるな

ど）という機能をもたせようと

しています。

もう一つは、「dプログラム」ア

カウントのbotを活用した「肌タ

イプCHECK」のような、インタ

ラクティブなコミュニケーショ

ンです。シナリオに基づきユー

「ワタシプラスの会員情報との連携は、実際の購買履歴まで追跡できるの

でアカウントにおけるコミュニケーションの効果測定の観点からも有用」

資生堂ジャパン株式会社

EC事業推進部吉本氏

http://www.linebiz.com/jp/


https://www.linebiz.com/jp/

4

資生堂ジャパン株式会社

アンケートは、スタンプをダウン

ロードするときの条件として、ま

たはキャンペーン応募の条件とし

て実施することが多く、例えば「d

プログラム」アカウントでは、ア

ンケートをもとにユーザーの肌タ

イプを分類し、それぞれのタイプ

に応じた情報配信を行いました。

ワタシプラス会員とのID連携も、

「ワタシプラス」アカウントと一

部のブランドアカウントで取り入

それを可能にするための施策は

行っていくべきだと考えています。

具体的には、友だちをセグメント

するために、資生堂では三つの手

法を取り入れています（または検

討している）。アンケートによる

ユーザー情報の把握と、ワタシプ

ラス会員のIDとの連携、および複

数のLINE公式アカウントを友だち

登録しているユーザーのアカウン

ト間共有です。

「LINEから考えるのではなく、ブランドが生活者にコンテンツを伝える

ための戦略に合わせてツールを選ぶべきです」

資生堂ジャパン株式会社

EC事業推進部仙田氏

▲「dプログラム」LINE公式アカウントでは、トーク上で行える肌タイプチェックを実施してサンプ
ル品のプレゼントページにつなげている

れ、LINE公式アカウントの友だ

ちがそもそも「ワタシプラス」

の会員かどうか、会員であれば

どのブランドが好きで何を買っ

ているのかなどを把握すること

もできるといいます。

最後のユーザー情報のLINE公式

アカウント間共有は、企業が複

数のLINE公式アカウントを保有

しているからこそできる連携で

す。通常であれば、ひとりの

LINEユーザーが複数のLINE公式

アカウントの友だちになってい

たとしても、それぞれのLINE公

式アカウントに認識されるユー

ザー識別子はすべて異なります。

しかし、同一企業（資生堂）が

保有するLINE公式アカウントに

おいては、同じユーザーであれ

ば同一のユーザー識別子で認識

することができるようになりま

す。
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活性化していくためのID連携数

を増やすという観点から「Web

会員IDと連携している友だち

数」、および、以上すべてのKPI

の源泉となる「有効友だち数」

（LINE公式アカウントの友だち

のうち、ブロックしていない

ユーザー）が挙げられます。

「ECでの売り上げへの貢献」に

ついては、最終的な売り上げが

サイトの仕様による部分も大き

く、LINEのみでコントロールす

ることは難しいことから、CVは

結果として把握するにとどめて

います。まず、LINEでできるこ

ととしてECサイトへの遷移

（CTR）を意識し、PDCAにつな

げることを心がけているという

ことだ。

一方、ブランドアカウントの評

価指標はブランドリフトです。

LINEだけでなく、各ブランドで

はブランドリフトをアンケート

による意識ベース、アクション

ログによる行動ベースで測定し

ていて、LINEにおいてもデータ

に基づく評価を行っています。

ブランドアカウントが新しい接

点としてターゲット顧客と出会

うところから、購入意向が高ま

り実際のアクションにまでつな

がっているという効果を実感し

ているそうで、他ブランドの新

規活用の可能性についても検討

しているといいます。

コミュニケーション戦略

に合わせてLINEを活用す

る

LINE活用を検討している企業の

担当者（特に複数ブランドを保

有する企業）へのアドバイスと

して、意識すべきことについて

は以下のように語ってくれまし

た。

まずは、LINEをブランドのコ

ミュニケーション戦略と連動さ

せることが重要ということ。

LINEはあくまでコミュニケー

LINE公式アカウントを横断した

データ連携はこれから取り組む

部分が多いとのことですが、例

えば「ワタシプラス」アカウン

トとブランドアカウントの友だ

ちになっているユーザーに対し

ては、「ワタシプラス」アカウ

ントからそのブランドに関する

情報を配信するといったことな

ども考えているそうです。

効果測定はブランドの目

的に合わせて

LINE公式アカウントを評価する

ためのKPI指標は、「ワタシプラ

ス」とブランドアカウントで運

用の目的がそもそも異なるため、

それぞれで設定しています。

「ワタシプラス」がKPIとするの

は、Webサイトへの送客数。

「ワタシプラス」サイトへの送

客数と、ブランドへの貢献とい

う観点から「ブランドサイトへ

の送客数」も重要な指標として

捉えています。そして、CRMを

「横断的な生活者起点の情報と、個に最適な情報をLINE公式アカウントで

発信することで、友だちとのコミュニケーション精度を高めていきたい」

資生堂ジャパン株式会社

EC事業推進部川口氏
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また、メッセージを配信する際

に、最初からユーザーのセグメ

ントを細かくしすぎないことも

重要なポイントの一つ。細かく

したいという欲求を抱くかもし

れませんが、セグメントを切る

たびに情報配信の設定に必要な

リソースが増えていくこと、そ

の一方で対象となるユーザーボ

リュームは小さくなっていくこ

とは意識するべきです。

いかにパーソナライズさ

れたコミュニケーション

ができるか

資生堂がLINE活用を通じて今後

目指すのは、LINEの友だち一人

ひとりに対する最適なコミュニ

ケーションの追求です。それが、

LINE公式アカウントと友だちに

なってくれたユーザーを大切に

することであり、継続的な関係

性維持につながっていくと考え

ていると語ります。

データに基づきユーザーと個別

かつ双方向のやり取りができる

LINE公式アカウントは、資生堂

が求めるパーソナライズされた

コミュニケーションの実現に適

したサービスです。さらに、資

生堂はLINEが「プラットフォー

マー」としてユーザーとのコ

ミュニケーションを発展させて

いく中で、それぞれのユーザー

をより良く知るために情報の取

得手段を多様化させ、情報精度

も向上させることに期待を寄せ

ます。LINEを通じて得られる情

報をもとに、資生堂がいかに

パーソナライズされたコミュニ

ケーションをつくり上げていく

のか、多くの企業にとっても参

考になる取り組みです。

ション戦略と連動させることが

重要ということ。LINEはあくま

でコミュニケーションを図るた

めの手段であり、LINEを使うこ

とが目的となってはいけないと

話します。ブランド認知から購

買、リピートまでのどこでどの

ようにLINEを活用し、それを評

価するためのKGI・KPIは何なの

かをしっかりとプランニングで

きてはじめて、一つのアカウン

トに集約すべきか、それともブ

ランドごとに個別で持ったほう

が効率的なのかを、コスト面も

含めて判断した方がいいとアド

バイスを送ります。

資生堂ではブランドアカウント

の運用を1~3名のブランドの

マーケティング担当者が兼任で

担い、それをメディア統括部や

EC事業推進部などが横串でサ

ポートしていくという体制を

とっています。どうしても手段

が目的化しがちな中で、LINEあ

りきではなく、何のためにLINE

を活用するのか、ブランドのコ

ミュニケーションとどう連携さ

せるのか、といった視点を各

LINE公式アカウント担当者に植

え付けていく土壌づくりが必要

です。
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